
    
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

  

 

 

    

   

    

  

     

            

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国税庁は今般、平成２５事務年度の法人税等の調査事績を取りまとめた。大口大口大口大口・・・・悪質悪質悪質悪質なななな不正計不正計不正計不正計

算算算算がががが想定想定想定想定されるされるされるされる９９９９万万万万１１１１千件千件千件千件（（（（前年比前年比前年比前年比９７９７９７９７．．．．２２２２％）％）％）％）についてについてについてについて実地調査実地調査実地調査実地調査。。。。うちうちうちうち、、、、法人税法人税法人税法人税のののの非違非違非違非違はははは６６６６万万万万

６６６６千件千件千件千件（（（（同同同同９６９６９６９６．．．．８８８８％）％）％）％）であったがであったがであったがであったが、、、、そのそのそのその申告漏申告漏申告漏申告漏れれれれ所得金額所得金額所得金額所得金額はははは７７７７，，，，５１５５１５５１５５１５億円億円億円億円（（（（同同同同７５７５７５７５．．．．２２２２％）、％）、％）、％）、

追徴税額追徴税額追徴税額追徴税額はははは１１１１，，，，５９１５９１５９１５９１億円億円億円億円（（（（同同同同７５７５７５７５．．．．８８８８％）％）％）％）とととと大幅大幅大幅大幅なななな減少減少減少減少をををを見見見見せたせたせたせた。。。。また、法人税との同時調査

等として行った８万７千件（同９８．１％）の法人消費税の調査では、非違４万９千件（同９８．

３％）、追徴税額は３７８億円（同７９．７％）であった。源泉徴収義務者については、１１万

７千件（同８６．０％）を実施。源泉所得税等の非違があった者は３万２千件（同９５．８％）

で、追徴税額は２５４億円（同８９．０％）となった。 

調査は稼働無申告法人約３千件（同７２．１％）に対しても行われ、法人税３４億円（同６０．

８％）、消費税３５億円（同７９．５％）を追徴。さらに海外取引法人等に対する調査では、海

外取引等に係る非違約３千件（同１０２．１％）、申告漏れ所得金額１，７８３億円（同７２．

７％）を把握した。このほか、海外取引等に係る源泉所得税等で計３０億円（同６９．５％）、

不正に消費税の還付金を得ていた法人から計７億円（同５４．７％）を追徴課税した。 
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H26.  １１１１１１１１／／／／２５２５２５２５（（（（火火火火）））） 

『平成２５法人税等事績 申告漏れ・追徴等大幅に減少』 

『平成２６年高年齢者の雇用状況 中小企業で対応進む』 

改正高年齢者雇用安定法の施行に伴い、高年齢労働者の雇用促進が進んでいる。 

今回、厚生労働省から公表された平成２６年「高年齢者の雇用状況」によると、高年齢者雇用

確保措置を実施済みの企業は８９．１％（大企業で９９．５％、中小企業で９８．０％）に達し

ており、ほぼ達成した感がある。一方、希望者全員が６５歳以上まで働ける企業は７１．０％に

とどまっている。大企業では５１．９％であるのに対し、中小企業では７３．２％となっており、

中小企業の方が高年齢労働者が働きやすいことがうかがわれる。また、７０７０７０７０歳以上歳以上歳以上歳以上までまでまでまで働働働働けるけるけるける企企企企

業業業業についてはについてはについてはについては、、、、大企業大企業大企業大企業ではではではでは１１１１１１１１．．．．８８８８％％％％であるのにであるのにであるのにであるのに対対対対しししし、、、、中小企業中小企業中小企業中小企業ではすでにではすでにではすでにではすでに１９１９１９１９．．．．８８８８％％％％でそのよでそのよでそのよでそのよ

うなうなうなうな制度制度制度制度がががが導入導入導入導入されているされているされているされている。。。。６０６０６０６０歳定年企業歳定年企業歳定年企業歳定年企業におけるにおけるにおけるにおける定年到達者定年到達者定年到達者定年到達者のうちのうちのうちのうち、、、、継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用されたされたされたされた者者者者はははは８８８８

１１１１．．．．４４４４％、％、％、％、継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用をををを希望希望希望希望しなかったしなかったしなかったしなかった者者者者はははは１８１８１８１８．．．．３３３３％、％、％、％、継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用をををを希望希望希望希望したにもしたにもしたにもしたにも関関関関わらずわらずわらずわらず雇用雇用雇用雇用ささささ

れなかったれなかったれなかったれなかった者者者者はははは００００．．．．３３３３％％％％となったとなったとなったとなった。。。。    

社会保障費の増加を理由に、年金支給開始年齢のさらなる引上げの議論も出始め 

ている中、高年齢労働者の雇用はほぼ「国策」のようになっている。避けては通れ 

ない道だけに、いかにこの制度をうまく活用するかが企業の人事政策上、大きな鍵 

となるだろう。 

                    21212121 世紀世紀世紀世紀をををを創造創造創造創造するするするする中小企業中小企業中小企業中小企業のベストパートナーのベストパートナーのベストパートナーのベストパートナー        〒〒〒〒460460460460----0012001200120012    名古屋市中区千代田三丁目名古屋市中区千代田三丁目名古屋市中区千代田三丁目名古屋市中区千代田三丁目 14141414 番番番番 22222222 号号号号    

                                                                                                                                                                        ((((葵総合税理士法人葵総合税理士法人葵総合税理士法人葵総合税理士法人))))    

                                                                                                            TELTELTELTEL：：：：(052) 331(052) 331(052) 331(052) 331----1768176817681768    FAXFAXFAXFAX：：：：(052) 332(052) 332(052) 332(052) 332----5282528252825282    

                『『『『HomepageHomepageHomepageHomepage』』』』http://www.aoihttp://www.aoihttp://www.aoihttp://www.aoi----cms.com/cms.com/cms.com/cms.com/        『『『『eeee----mailmailmailmail』』』』aoiaoiaoiaoi@aoi@aoi@aoi@aoi----cms.comcms.comcms.comcms.com        

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます。 


